
32.3 

23.6 

21.2 

19.3 

15.4 

9.6 

8.0 

57.1 

61.5 

63.7 

64.2 

67.6 

70.5 

76.0 

9.3 

11.4 

11.1 

11.7 

11.9 

8.4 

9.5 

1.2 

3.6 

4.0 

4.8 

5.1 

11.5 

6.5 

同感する 同感しない わからない 無回答

H6

H12
(n=2,000)

H16
(n=2,064)

H21
(n=1,490)

H26
(n=1,386)

R1
(n=1,532)

R6
(n=1,534)

(%)
0 20 40 60 80 100

令和７年３月１７日 

 

お 知 ら せ 
 

男女共同参画社会に関する県民意識調査の結果がまとまりました 
 

第６次おかやまウィズプラン策定の参考とするとともに、効果的な施策推進を図るこ

とを目的として、男女共同参画社会に関する県民の意識と実情を調査し、結果を取りま

とめましたので次のとおりお知らせします。 

なお、調査結果の詳細については、岡山県人権・男女共同参画課のホームページ 

（https://www.pref.okayama.jp/page/962672.html）を御確認ください。 
記 

１ 調査の概要 

（１）調査対象 18歳以上の男女 3,000人（県内全市町村から無作為抽出） 

（２）調査方法 郵送配付、郵送回収及びＷＥＢ回収 

（３）調査時期 令和６年 10月９日～令和６年 10月 31日 

（４）調査内容 ・男女の役割分担意識や家庭観について 

        ・男女の社会参画について 

        ・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

        ・人権について 

        ・防災について 

・男女共同参画の推進について  など計 44問 

（５）回収結果 有効回収数（率）：1,534件（51.1％） 

         うち女性 888件（57.9％） 男性 623件（40.6％） 

 

２ 主な調査結果 

 １ 男女の役割分担意識や家庭観について 

（１）「男は仕事、女は家庭」という性別役割分担意識 

【図表 「男は仕事、女は家庭」という考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課 名 人権・男女共同参画課 

担 当 桑原 ・ 出宮 

内 線 2911、2913 

直 通 086-226-0553 

1 

・「男は仕事、女は家庭」という考え方に「同感しない」が７割台半ばとなっている。 



7.9 

10.3 

50.7 

36.8 

82.0 

26.5 

27.1 

25.4 

23.4 

22.3 

20.6 

16.8 

13.3 

24.1 

24.1 

17.5 

8.9 

10.8 

10.0 

16.0 

0.2 

14.6 

5.2 

12.8 

10.6 

18.0 

3.3 

7.1 

0.4 

5.0 

3.6 

14.4 

47.3 

36.3 

13.2 

21.1 

2.5 

28.1 

38.4 

28.4 

2.0 

2.3 

2.2 

2.1 

1.6 

1.6 

1.6 

1.4 

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対

反対 どちらともいえない 無回答

（a）女性の幸福は結婚にある。
女性は結婚するほうがよい

（b）男性は、家庭をもって
一人前だと言える

（c）結婚は個人の自由である。
人は結婚してもしなくても

どちらでもよい

（d）結婚しても必ずしも
子どもをもつ必要はない

（e）夫も妻も家庭責任は
ともにもつべきである

（f）結婚しても相手に
満足できないときは離婚すればよい

（g）一般に今の社会では、
離婚すると、女性の方が不利である

（h）夫婦が別々の姓を
名乗ることを、認める方がよい

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=1,534)

（２）結婚・離婚・夫婦別姓等についての考え方 

【図表 結婚・離婚・夫婦別姓等についての考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「夫も妻も家庭責任はともにもつべきである」は『賛成』（「賛成」＋「どちらかとい 

えば賛成」）が９割台半ばとなっている。 

・「男性は、家庭をもって一人前だと言える」、「夫婦が別々の姓を名乗ることを、認め 

る方がよい」は『賛成』、『反対』、「どちらともいえない」に意見が分かれている。 
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12.5 

0.5 

0.1 

0.1 

3.1 

41.5 

1.6 

0.1 

0.4 

0.7 

0.2 

14.1 

37.4 

52.5 

56.7 

76.7 

84.1 

52.7 

67.8 

0.1 

30.5 

29.1 

8.5 

8.1 

32.5 

3.3 

0.2 

6.6 

8.1 

2.2 

1.8 

9.3 

1.0 

6.6 

6.5 

3.9 

10.3 

3.3 

3.5 

7.1 

1.7 

2.0 

1.8 

1.8 

1.9 

1.8 

3.5 

主として夫の役割 どちらかといえば夫の役割 両方同じ程度の役割

どちらかといえば妻の役割 主として妻の役割 いずれにも該当しない 無回答

（a）生活費を稼ぐ

（b）日々の家計の管理をする

（c）日常の家事

（d）老親や病身者の介護や看護

（e）子どもの養育
（教育、しつけなど）

（f）育児（乳幼児の世話）

（g）地域活動への参加

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=1,534)

（３）家庭での役割についての考え方 

【図表 家庭での役割についての考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「生活費を稼ぐ」は『夫の役割』（「主として夫の役割」＋「どちらかといえば夫の

役割」）が５割台半ばとなっている。 

・「日々の家計の管理をする」、「日常の家事」、「育児（乳幼児の世話）」は『妻の役

割』が４割程度となっている。 
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62.6 

39.2 

36.8 

36.1 

32.7 

28.4 

27.7 

25.9 

20.3 

3.8 

7.2 

2.0 

65.2 

41.4 

40.4 

40.3 

33.1 

33.6 

25.9 

24.3 

22.1 

2.7 

7.9 

1.7 

58.7 

36.3 

31.8 

30.3 

32.3 

21.2 

30.7 

28.3 

18.1 

5.1 

6.3 

2.2 

0 20 40 60 80

全体

(n=1,534)

女性

(n=888)

男性

(n=623)

男性優位の組職運営になっているから

家族、職場、地域における
性別役割分担があるから

保育、介護の支援など
公的サービスが十分でないから

家族の支援・協力が得られないから

女性の能力発揮の機会が不十分だから

上司・同僚・部下となる男性や
顧客などが女性リーダーを希望しないから

女性の職員や構成員の人数自体が少ないから

女性自身がリーダーに
なることを希望しないから

女性の活動を支援する
ネットワークが不足しているから

その他

わからない

無回答

(%)

２ 男女の社会参画について 

（１）政策・方針の決定にかかわる役職に女性があまり進出していない理由 

【図表 政策・方針の決定にかかわる役職に女性があまり進出していない理由（性別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「男性優位の組織運営になっているから」が約６割と最も高く、次いで「家族、

職場、地域における性別役割分担意識があるから」、「保育、介護の支援など公的

サービスが十分でないから」となっている。 
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54.6 

39.9 

39.4 

27.2 

23.6 

20.3 

17.8 

17.4 

9.4 

0.7 

54.0 

39.1 

40.0 

34.3 

28.7 

20.2 

17.2 

13.6 

7.9 

0.9 

56.1 

41.8 

38.5 

14.6 

13.8 

20.9 

19.7 

25.1 

12.1 

0.4 

0 20 40 60

全体

(n=720)

女性

(n=470)

男性

(n=239)

責任が重くなるから

業務量が増え長時間労働になるから

部下を管理・指導できる自信がないから

仕事と育児の両立が困難になるから

仕事と介護の両立が困難になるから

周囲の目もあり、目立つのが嫌だから

現在の業務内容で働き続けたいから

賃金は上がるが職責に
見合った金額ではないから

その他

無回答

(%)

27.8 

20.9 

38.4 

31.4 

23.5 

43.2 

41.0 

46.2 

33.6 

46.9 

52.9 

38.4 

25.3 

26.6 

23.6 

19.7 

21.5 

16.7 

5.9 

6.3 

4.4 

2.0 

2.0 

1.8 

(%)
0 20 40 60 80 100

R1
(n=1,532)

女性
(n=886)

男性
(n=610)

R6
(n=1,534)

女性
(n=888)

男性
(n=623)

引き受ける（引き受けた） 断る（断った） わからない 無回答

（２）役職への就任や公職への立候補の依頼に対する考え方 

 【図表 役職への就任や公職への立候補の依頼に対する考え方（職場の管理職や役員）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「引き受ける（引き受けた）」が約３割で、女性が 23.5％、男性が 43.2％となっ

ている。 

 

 

（３）職場の管理職や役員への就任を断る（断った）理由 

【図表 職場の管理職や役員への就任を断る（断った）理由（性別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

（１）育児休業取得への考え方・影響（新規） 

・「責任が重くなるから」が５割台半ばと最も高く、次いで「業務量が増え長時 

間労働になるから」、「部下を管理・指導できる自信がないから」となっている。 

・「仕事と育児の両立が困難になるから」、「仕事と介護の両立が困難になるから」 

は女性が男性を上回っている。 
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32.9 

22.4 

22.1 

37.7 

17.2 

23.3 

13.8 

14.5 

26.5 

25.0 

17.5 

47.8 

40.3 

37.7 

35.1 

37.6 

34.7 

38.6 

33.2 

30.6 

34.6 

32.6 

35.5 

34.7 

8.0 

14.8 

14.3 

6.8 

18.7 

14.6 

22.7 

23.4 

16.7 

17.5 

20.8 

2.6 

6.8 

11.1 

13.2 

5.4 

15.0 

9.6 

15.6 

17.1 

8.1 

11.0 

11.9 

1.8 

11.9 

14.0 

15.3 

12.5 

14.3 

14.0 

14.7 

14.3 

14.1 

13.8 

14.4 

13.1 

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答

（a）収入が減り不安な状態になる

（b）昇進・昇給に
マイナスの影響がある

（c）会社の制度等に
問題があり取りにくい

（d）仕事の仲間、
周囲に迷惑をかける

（e）復帰後に自分の仕事・
ポジションがない

（f）復帰後のスキル・
経験に同僚との差が出る

（g）職場・上司の理解を得られない

（h）職場に復帰しにくい
雰囲気がある

（i）家にいる時間が増え
安心感が高まる

（j）自分の時間が
取れるようになる

（k）仕事から離れることで
価値観が広がる

（l）子どもとの良い関係を
築くことができる

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=1,534)

３ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

 （１）育児休業取得への考え方・影響（新規） 

 

【図表 育児休業取得への考え方・影響】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「子どもとの良い関係を築くことができる」は『そう思う』（「そう思う」＋「どち 

らかといえばそう思う」）が約８割と最も高くなっている。 

・また、「収入が減り不安な状態になる」、「仕事の仲間、周囲に迷惑をかける」も『そ

う思う』が約７割と高くなっている。 
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36.6 

30.7 

27.9 

25.6 

21.9 

19.0 

18.7 

16.3 

1.4 

16.3 

8.9 

33.7 

31.4 

30.1 

26.1 

19.9 

17.8 

18.6 

11.8 

22.9 

21.2 

1.4 

16.6 

9.1 

40.9 

29.7 

24.9 

24.2 

24.9 

20.9 

18.1 

23.0 

0.0 

0.0 

1.4 

16.4 

8.2 

0 10 20 30 40 50

全体

(n=1,534)

女性

(n=888)

男性

(n=623)

自分が休もうとしても
代わりに任せられる人がいない

有給休暇が取りにくい雰囲気がある

ストレスなどメンタルに
関わる悩みが言い出しにくい

働きながら治療のために
通院しづらい・時間がとれない

長時間働く人が評価される風潮がある

従業員の体調管理（メンタルを含む）・
気配りがされていない

不調や体調不良について
相談できる人がいない・相談しづらい

役職者ほど、労働時間や
健康状態に気を配れなくなる

生理休暇を利用しにくい

月経（生理）の不調など
女性ならではの悩みが言い出しにくい

その他

特に困りごとはない・なかった

無回答

(%)

（２）働く上で健康課題に関して困ったこと（新規） 

   

【図表 働く上で健康課題に関して困ったこと（性別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・「自分が休もうとしても代わりに任せられる人がいない」が３割台半ばと最も高く、

次いで、「有給休暇が取りにくい雰囲気がある」、「ストレスなどメンタルに関わる悩

みが言い出しにくい」の順になっている。 
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14.3 

3.6 

12.1 

2.0 

3.8 

1.7 

17.8 

11.2 

14.7 

3.9 

5.0 

4.5 

63.7

80.6

67.6

88.3

85.5

87.7

4.2

4.6

5.6

5.8

5.6

6.1

何度もあった １、２度あった まったくない 無回答

暴力行為全体

（a）身体的暴力を受けた
（なぐったり、けったり、物を投げつけたり、

突き飛ばしたりするなど）

（b）精神的暴力を受けた
（人格を否定するような暴言、脅迫やおどし、

何を言っても無視するなど）

（c）社会的暴力を受けた
（友人や家族に会わせない、外出させない、
電話・電子メール等をチェックするなど）

（d）経済的暴力を受けた
（生活費を渡さない、借金を強いる、

収入を取り上げる、
外で働くことを妨げるなど）

（e）性的暴力を受けた
（見たくないのにアダルトビデオ等を

見せられたり、
嫌がっているのに性的行為を強要したり、

避妊に協力しないなど）
(%)

0 20 40 60 80 100

(n=1,276)

４ 人権について 

（１）配偶者から受けたことのある暴力 

     

【図表 配偶者から受けたことのある暴力】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３割超の回答者が配偶者から暴力を受けた経験が『あり』（「何度もあった」＋「１、

２度あった」）、精神的暴力が２割台半ばと最も高くなっている。 
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41.5 

22.1 

20.2 

2.1 

1.5 

1.3 

0.9 

0.6 

0.6 

0.4 

0.4 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

0.0 

0.0 

0.4 

21.5 

37.0 

27.2 

25.0 

2.8 

2.2 

1.9 

1.2 

0.9 

0.9 

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.3 

19.4 

51.8 

11.3 

9.2 

0.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.7 

0.7 

0.0 

0.0 

0.7 

0.7 

0.0 

0.0 

0.7 

25.5 

0 20 40 60

全体

(n=470)

女性

(n=324)

男性

(n=141)

誰（どこ）にも相談しなかった

友人・知人に相談した

家族・親せきに相談した

医師・カウンセラーに相談した

警察に連絡・相談した

弁護士に相談した

女性相談支援センター（旧女性相談所）、
女性相談支援員（旧女性（婦人）相談員）に

相談した

市町村の女性のための総合的な施設（男女共同参画
推進センターなど）に相談した

その他の公的機関に相談した

学校に相談した

裁判所に相談した

法務局・地方法務局、
人権擁護委員に相談した

岡山県男女共同参画推進センターに
相談した

市役所・町村役場に相談した

民間の相談機関
（民間シェルターなど）に相談した

性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援
センター（性暴力被害者支援センター

「おかやま心」）に相談した

不妊・不育とこころの相談室（岡山県不妊専門相談
センター）（デートＤＶ、性の多様性などを含む

相談窓口）に相談した

その他

無回答

(%)

（２）配偶者や交際相手からの暴力についての相談先 

 

【図表 配偶者や交際相手からの暴力についての相談先（性別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 防災について 

５ 防災について 

性別の違いに気を配った防災・災害対策に必要なこと 

・暴力を受けたことを「誰（どこ）にも相談しなかった」が約４割で最も高く、次

いで、「友人・知人に相談した」、「家族・親せきに相談した」、「医師・カウンセラ

ーに相談した」となっている。 
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65.1 

54.1 

42.9 

37.4 

30.3 

28.1 

27.0 

22.9 

1.1 

5.5 

6.8 

3.1 

69.4 

54.5 

45.4 

36.1 

25.9 

26.9 

23.8 

23.4 

0.9 

5.2 

7.2 

2.7 

59.4 

54.3 

39.6 

39.8 

37.1 

30.0 

31.8 

22.6 

1.4 

6.3 

6.4 

2.9 

0 20 40 60 80

全体

(n=1,534)

女性

(n=888)

男性

(n=623)

更衣室やプライバシーの確保など、
性別に配慮した避難所運営を行う

避難所の設置・運営について、
物事を決める際には男女を交えた話し合いをする

避難所でのリーダーや炊き出しなどの役割を、
性別で固定せずに分担する

防災や復興の政策・方針を
決める過程に女性が参画する

災害時に対応できるよう、平常時から
自治会や町内会の役員に女性を入れる、増やす

平常時から性別に配慮した防災訓練を行う

消防団や自主防災組織に
女性を増やす、女性の参画を促進する

災害発生直後から、市町村等の
女性職員が現場で対応する

その他

特にない

わからない

無回答

(%)

 ５ 防災について 

   性別の違いに気を配った防災・災害対策に必要なこと 

 

【図表 性別の違いに気を配った防災・災害対策に必要なこと（性別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「更衣室やプライバシーの確保など、性別に配慮した避難所運営を行う」が６割台

半ばと最も高く、次いで、「避難所の設置・運営について、物事を決める際には男

女を交えた話し合いをする」、「避難所でのリーダーや炊き出しなどの役割を、性

別で固定せずに分担する」となっている。 

・「更衣室やプライバシーの確保など、性別に配慮した避難所運営を行う」は女性が

男性を上回っており、「災害時に対応できるよう、平常時から自治会や町内会の役

員に女性を入れる、増やす」は男性が女性を上回っている。 
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67.5 

46.0 

42.4 

38.7 

38.5 

35.8 

33.7 

24.3 

23.9 

20.8 

19.0 

18.3 

16.8 

15.6 

13.9 

12.5 

12.5 

1.2 

3.8 

6.3 

3.1 

70.7 

47.7 

41.1 

40.8 

39.0 

32.9 

30.4 

23.5 

26.5 

20.7 

21.2 

19.6 

17.2 

15.9 

16.0 

11.1 

13.4 

0.8 

3.7 

6.3 

2.9 

64.0 

44.1 

44.8 

36.1 

38.2 

40.1 

38.8 

25.7 

20.2 

21.0 

16.1 

16.7 

16.1 

15.2 

10.6 

14.3 

10.8 

1.9 

4.2 

5.9 

2.7 

0 20 40 60 80

全体

(n=1,534)

女性

(n=888)

男性

(n=623)

男女がともに仕事と子育て、
介護などを両立できる環境を整備する

出産、育児等により離職した
女性に対する再就職等を支援する

男女共同参画の視点から、
慣習の見直しや啓発を進める

労働時間の短縮や在宅勤務の
普及など男女共に働き方の見直しを進める

職場における男女の機会均等や
待遇の確保を推進する

防災・災害復興等における
男女共同参画を推進する

政策や方針決定過程への
女性の参画を拡充する

男女共同参画の視点に
立った教育や学習を進める

女性に対する暴力を
根絶するための取組を進める

研究者など、従来、女性が
少なかった分野への女性の進出を支援する

女性のための相談機能を充実する

性の多様性に関する意識啓発等を進める

国際交流・国際協力に男女がともに
参画できるように支援する

男性への意識啓発及び相談機能を充実する

生涯を通じた女性の健康保持を支援する

理工系学部など女性の進学が少ない大学の
学部への進学を促すための取組を進める

女性の起業支援の取組を進める

その他

特にない

わからない

無回答

(%)

６ 男女共同参画の推進について 

    男女共同参画社会の実現のために県や市町村が力を入れていくべきこと 

 

【図表 男女共同参画社会の実現のために県や市町村が力を入れていくべきこと（性別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「男女がともに仕事と子育て、介護などを両立できる環境を整備する」が６割台半ば 

 と最も高く、次いで「出産、育児等により離職した女性に対する再就職等を支援す

る」、「男女共同参画の視点から、慣習の見直しや啓発を進める」となっている。 
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